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〇策定の主旨（一部抜粋）

■団塊の世代が後期高齢者となる２０２５年には、複数の疾患を抱えて慢性疾患の有病率が高い後期高齢者が増加
 し、医療や介護が必要になる場合が多くなり、病床の機能の分化及び連携、在宅医療・介護の推進、地域包括ケア
システムの構築といった「医療・介護サービスの提供体制の改革」が求められている。

■本県では、６５歳以上の高齢者人口が３割近くに達し、全国平均よりも早く高齢化が進行していることから、その対
策は喫緊の課題となっている。

■医師や看護師の不足、地域や診療科の偏在の問題も抱えており、限りある医療資源を効率的かつ有効に活用する
医療提供体制の構築を進めていく必要がある。

■県民一人一人が、医療や介護が必要な状態となっても、住み慣れた地域で安心して暮らし、その地域で人生の最期
 を迎えることができる環境を整備していくことも求められている。

■一人一人の状況に応じて適切なサービスを将来にわたって持続的に受けられるようにするためには、病床の機能
の分化及び連携の推進により地域における役割分担を進め、限られた医療資源の有効活用を図る取組を進めてい   
くことが重要。

■地域の実情や患者のニーズに応じて、高度急性期から、急性期、回復期、慢性期、在宅医療・介護に至るまで一連の
サービスが切れ目無く、過不足無く提供される体制を確保するための取組を実施するため策定。

〇策定年：平成２８年１２月

〇構想期間：令和７年度（2025年度）まで

「必要な医療を適切な場所で提供できる体制の整備」と「希望すれば在宅で療養できる地域づくり」を目
指した医療提供体制の実現のため、「病床の機能の分化及び連携の推進」・「在宅医療・介護の推進」・「医
療従事者等の養成・確保」の取組を進める。
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■東部構想区域の目指すべき医療提供体制及び実現のための施策（一部抜粋）①

〇2025年のあるべき医療提供体制の実現に向けて

課 題 対 策

○区域内の病床の機能の分化と連携のあり方について、引き続き
検討が必要。

○中山間地での在宅医療への円滑な移行や在宅療養の継続には、
中山間地にも一定の急性期機能が必要。入院病床の無い地域も
あるため、季節変動も含む地域の実情に応じた医療機能を提供
する体制の整備が必要。

○在宅療養への移行を促進するために必要な回復期リハビリテー
ション病床が不足。

○在宅療養を安心して継続するためには、状態に応じて医療や介
護、生活支援を切れ目無く受けられるようにすることが重要。そ
のための多職種連携が入院中からのものを含めて不足。

○認知症について、早期発見や適切な医療・介護・生活支援との連
携による重症化予防のため、専門医とかかりつけ医の一層の連
携が必要。

○地域医療構想調整会議等において、区域内の病院機能の情報
共有を図り、検討を行う。

○県立中央病院を中核とする高度急性期の医療提供体制の整備
と構想区域内の医療機関の機能分化を進める。

○地域連携クリティカルパスやＩＴの活用により、専門医とかかり
つけ医の連携を一層推進。

○入院時から、在宅医療や介護との連携を図り、在宅医療への移
行を推進。

○医療や介護の相互理解を図る研修機会を増やし、連携を推進。
○認知症疾患医療センターの活用により、専門医とかかりつけ医
の連携を一層推進。

○医療・介護・行政が協働し、かかりつけ医を持つことの大切さに
ついて、住民への普及啓発を図る。

【病床の機能の分化及び連携】
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■東部構想区域の目指すべき医療提供体制及び実現のための施策（一部抜粋）②

〇2025年のあるべき医療提供体制の実現に向けて

課 題 対 策

○経管栄養や吸引などの医療を提供できる在宅療養支援診療所
や訪問看護ステーション、介護施設や居宅サービス事業所が不
足し、入院医療からの在宅療養への移行が困難。

○在宅療養を継続するために必要な在宅リハビリテーションサー
ビスの量が不足。

○２４時間３６５日対応可能な訪問看護ステーション、在宅療養支
援診療所が不足しているとともに、急変時にすぐに入院できる
医療機関の連携が不足。

○口腔ケアや栄養管理の重要性の理解の促進、利用できるサービ
スの情報の普及、専門職の連携による指導の推進が必要。

○住民自身が区域内の医療提供状況や将来人口推計の実態を知
り、将来の医療のあり方について住民、医療・介護関係者で意見
交換し、目指す方向を共有することが必要。

○人生の最終段階における医療や看取りのあり方について、住民
と医療・介護関係者が共に考え、共有する環境が必要。

○医療や介護に限らず、安心して暮らし続けることのできる地域
づくりには、住民同士で支え合う文化の醸成が必要。

○病院や診療所間の連携により、２４時間３６５日対応可能な訪問
看護や在宅医療の提供体制を推進。

○医療・介護・生活支援機関の連携による切れ目の無い支援のた
め、地域ケア会議の開催を更に推進。

○医療機関と介護事業所が協力して、痰の吸引のできる介護職を
育成し、介護施設や居宅サービス事業所への配置を推進。

○受診移送サービスなど、地域の実情に応じたサービスの提供を、
医療・介護分野だけでなく、まちづくり関係者と協力して推進。

○住民相互の生活支援や健康づくり・介護予防活動を行う人材育
成、組織育成を推進。

○口腔ケアや栄養管理の重要性や利用できるサービスの情報を
住民や医療・介護職員に発信するとともに、歯科医師会の地域
歯科医療連携室などとも連携して口腔ケアの指導を進める。

○人口の将来推計や医療提供の現状について、住民と医療・介護
者が共に学ぶ機会を作る。

○身近な訪問看護ステーションや施設で実践されているさまざま
な看取りの実例を医療・介護関係者で情報共有したり、住民に
情報提供し、考える機会を増やす。

○人生の最終段階における医療や看取りのあり方について、医
療・介護関係者が学ぶ機会を作る。

【在宅医療・介護の推進】
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■東部構想区域の目指すべき医療提供体制及び実現のための施策（一部抜粋）③

〇2025年のあるべき医療提供体制の実現に向けて

課 題 対 策

○将来、生産年齢人口の減少が推計される中で、医療・介護を支え
る人材を確保する短期・長期の対策を、全県や区域内で各関係
機関が連携・協働して取り組むことが必要。

○各種専門分野だけでなく、高齢者の看取りを含めた人生の最終
段階における医療あり方について、知識や技術を普及し、住民
の視点も踏まえて対応できる医療従事者の育成が必要。

○子育てや介護をしながらの就労を含め、医療・介護の職場で安
定した就労を続けることができる環境の整備に努める。

○夜間や休日の開催、身近な研修会場の確保、出前形式での開催
や、管理者が率先して職員に研修を受けさせる仕組みなど、医
療・介護職員が研修に参加しやすい環境の整備に努める。

○子どもの頃から、在宅医療や介護に従事する人々のやりがいや
地域の大切な職業であることを伝える取組を関係機関が連携し
て行う。

○医学、看護、リハビリテーション等を学ぶ学生に対し、在宅医療
や介護の実態を知り、その魅力を体験できる機会を持てるよう、
関係機関が連携して取り組む。また、新人等の現任教育におい 
ても在宅医療・介護の体験ができる仕組みを関係機関が連携し
て取り組む。

○子どもの頃から、人の死が身近なことであり、看取りが暮らしの
出来事の一つであることを伝える取組を関係機関が連携して行
う。

【医療従事者等の養成・確保】
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年度 【東部圏域】地域医療構想調整会議の主な内容（一部抜粋）

H29

【第1回】
H29.9.20

〇東部保健医療圏地域保健医療計画素案について
〇平成30年度地域医療介護総合確保基金事業（医療）の東部圏域提案事業について

【第2回】
H30.3.8

〇第7次鳥取県保健医療計画東部保健医療圏地域保健医療計画について
〇地域医療介護総合確保基金（医療）の要望状況について
〇新公立病院・公的医療機関改革プランに基づく対応方針について

H30

【第１回】
H30.8.22

〇地域医療構想の推進について
〇公的医療機関等2025プラン及び病床機能報告に基づく病床転換等の対応方針について

【第2回】
H30.11.28

〇2025年に向けた公立病院の対応方針及び専門的な救急医療体制について
〇平成31年度地域医療介護総合確保基金（医療）の圏域要望について

【第3回】
H31.3.13

〇東部保健医療圏地域保健医療計画時点修正について
〇鳥取県地域医療介護総合確保基金（医療）の要望事業に係る対応方針について
〇2025年に向けた対応方針等調査について

R1

【第１回】
R1.9.4

〇令和元年度地域医療構想の対応方針について
〇外来医療及び在宅医療の取組の現状把握等について

【第2回】
R2.1.15

〇公立・公的病院等の再編統合の再検証要請対象医療機関の公表について
〇鳥取県外来医療計画（東部保健医療圏）について
〇データ分析に基づく在宅診療等の状況について

【第3回】
R2.3.11

〇公立・公的病院等の再編統合の再検証要請に係る協議の進め方等について
〇東部保健医療圏の病院の機能分担と連携の方向性について

R2

【第１回】
R2.9.23

〇地域医療構想の再検証等に係る今後の進め方
〇東部保健医療圏の病院の機能分担と連携の方向性について
〇鳥取県保健医療計画の中間見直しについて

【第２回】
R2.12.18
※書面開催

〇令和３年度鳥取県医療会議総合確保基金（医療）の圏域要望に係る提案及び対応方針（案）について
〇鳥取県東部保健医療圏地域保健医療計画中間見直しについて
〇今後の地域医療構想の推進について

【第3回】
R3.3.19

〇東部保健医療圏地域保健医療計画中間見直し最終案について
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年度 【東部圏域】地域医療構想調整会議の主な内容（一部抜粋）

R3

【第１回】
R4.1.7

※書面開催
〇令和４年度鳥取県医療介護総合確保基金（医療）の圏域要望に係る提案と対応方針（案）

【第２回】
R4.3.24

〇医療介護総合確保基金（医療）について提案のあった要望事項に係る協議について
〇外来・在宅医療提供体制に係る調査の実施について

R4

【第１回】
R4.10.13

〇新型コロナウイルス感染症を踏まえた地域医療構想の進め方について
〇外来・在宅医療提供体制に係る調査の実施について
〇第８次医療計画の策定に向けた国の検討体制及び鳥取県の今後のスケジュール

【第２回】
R5.2.7

※書面開催
〇令和５年度鳥取県医療介護総合確保基金（医療）の圏域要望に係る提案と対応方針（案）

R5

【第１回】
R5.7.24

〇東部保健医療圏地域保健医療計画（現行）取組状況・評価
〇第８次鳥取県保健医療計画（東部保健医療圏地域保健医療計画）の策定について
〇外来・在宅医療提供体制に係る調査の結果について

【第2回】
R5.11.27

〇第８次鳥取県保健医療計画（東部保健医療圏地域保健医療計画）の策定について
〇令和６年度地域医療介護総合確保基金（医療）における東部圏域提案事業（案）

【第3回】
R6.3.19

〇東部圏域4公立病院経営強化プラン策定について
〇地域医療介護総合確保基金（医療）の活用について
〇紹介受診重点医療機関の協議について

R6

【第１回】
R7.1.29

〇2025年に向けた地域医療構想の更なる推進について
○新たな地域医療構想について
○令和７年度地域医療介護総合確保基金（医療）における東部圏域提案事業（案）

【第２回】
R７.3,7

※書面開催
〇紹介受診重点医療機関（R7年度）の選定について

R７
【第１回】

R7.12.12
○新たな地域医療構想について
〇令和８年度地域医療介護総合確保基金（医療）における東部圏域提案事業（案）
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〇東部圏域における病床機能報告による病床数の推移 [病院・診療所] （鳥取県医療政策課HPより）

報告年 全体 高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等

２０１４年（H26.7.1現在） 2,681 775 813 235 858 0

２０１５年 （H27.7.1現在）
※地域医療構想策定時

2,773 405 1,199 229 927 13

2016年 （H28.7.1現在） 2,708 119 1,359 273 939 18

2017年 （H29.7.1現在） 2,727 115 1,328 323 939 22

2018年 （H30.7.1現在） 2,693 103 1,235 378 939 38

2019年 （R１.7.1現在） 2,678 104 1,256 428 758 132

2020年 （R２.7.1現在） 2,620 111 1,266 476 681 86

2021年 （R３.7.1現在） 2,620 111 1,342 432 681 54

2022年 （R４.7.1現在） 2,611 111 1,342 432 681 45

2023年 （R５.7.1現在） 2,551 111 1,275 499 601 65

2024年 （R６.7.1現在） 2,540 65 1,265 504 613 93

2025年 （R7.7.1現在） 2,535 65 1,260 504 613 93

2026年時点における医療機能の予定
(2026.7.1時点の集計結果）

2,485 65 1,255 504 613 48

〇病床機能報告：医療法30条13に基づき、各医療機関が有する病床（一般・療養）において担っている機能の現状と今後の   

   方向性を自主選択し、病棟単位で毎年報告することで、医療機関の自主的な取り組みを進めるもの（基準日：毎年7月1日）

※病棟単位の報告のため、病床数の実態を正確に表すものではない

2025年の必要病床数
（参考値）

全体 高度急性期 急性期 回復期 慢性期

２,２４３ ２１８ ７４０ ６９９ ５８６

〇【参考】国が示す計算式により県が算出した東部圏域の２０２５年必要病床数

※地域の実情に応じた推計となっていないため、参考値として扱う。また必要病床数の推計には病院・有床診療所の区分は
なされていない。

  

2026.7.27差し替え
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